
１．任用について
（１）任用形態別の職員数の状況 （各年4月1日現在）

令和6年 令和5年 対前年増減額

正式任用 21 21 0

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） － － －

任期付職員（常勤） 0 0 0

任期付職員（短時間） 0 0 0

合　　計 21 21 0

（２）職員の採用及び退職等の状況 (令和6年度)

定年 勧奨 自己都合 その他 合計

一般行政職 1 1 0 0 0 1

1 1 0 0 0 1

100% 0% 0% 0% 100%
（注）「その他」には、死亡等が含まれる。

（３）職員の昇任及び降任の状況 (令和6年4月1日現在)

局次長級 課長級 左記以外

一般行政職 0 0 1 0

0 0 1 0

（４）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

令和6年 令和5年

事務職(一般会計) 12 11 1

事務職(特別会計) 9 10 -1

合　　計 21 21 0

会計間の異動のため

主な増減理由等

降任

退　　　職

昇任

対前年
増減数

職員数　　　　　　　　　　　　　　区分
部門

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、
　　会計年度任用職員、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員を除いている。以下同じ。

その他主な増減理由

条例施行平成13年4月

規定なし

条例施行平成17年4月

条例施行平成17年4月
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（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含み、
　　臨時又は非常勤職員を除いている。

一
般
行
政
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　　　　　　　　　　　　　　区分
職種

（構成比%）
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合　　　計



２．給与について

（１）人件費の状況（普通会計決算）

歳出額Ａ 実質収支
人件費Ｂ
(職員給)

人件費率
（Ｂ／Ａ）

参考：5年度の
人 件 費 率

千円 千円 千円 ％ ％

6,099,647 54,701 100,719 1.7 1.9

（注）派遣職員に係る人件費は除く。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

給　料 職員手当 期末・勤勉手当 合計Ｂ

人 千円 千円 千円 千円 千円

15 60,992 12,310 25,671 98,973 6,598

※給与費は当初予算に計上された額。

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 (令和6年4月1日現在)

平均年齢

319,814円 370,241円 42.7

328,862円 405,341円 42.8

（４）職員の初任給の状況 (令和6年4月1日現在)

区　　　　　分

令和6年度

山梨県市町村総合事務組合

区　　　　　分 職員数Ａ

令和7年度

区　　　　　分

給　与　費

一般行政職

１人当たり
給与費(B／A)

国

区　　　　　分
決定初任給 決定初任給 決定初任給

※平均給与月額は、給料月額に諸手当（期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当を除く。）を加え、対象職員数で除した。

平均給与月額平均給料月額

一般行政職

高校卒 172,181円

山梨県

山梨県市町村総合事務組合 山梨県

大学卒 196,200円

166,600円167,807円

203,106円 203,918円



（５）一般行政職の級別職員数の状況 (令和6年4月1日現在)

職員数（人） 構成比 　１年前の職員数（構成比） 　５年前の職員数（構成比）

1 6.3% 1 6.3% 1 6.7%

2 12.5% 2 12.5% 1 6.7%

3 18.8% 4 25.0% 5 33.3%

1 6.3% 1 6.3% 2 13.3%

4 25.0% 3 18.8% 2 13.3%

3 18.8% 3 18.8% 2 13.3%

2 12.5% 2 12.5% 2 13.3%

16 100% 16 100% 15 100%

※１本組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。
※２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務。

（６）職員手当の状況 (令和6年度末)

(令和6年度支給割合) (令和6年度支給割合)
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

６月期 1.225月分 1.025月分 ６月期 1.225月分 1.025月分

（0.6875)月分 （0.4875)月分 （0.6875)月分 （0.4875)月分

１２月期 1.275月分 1.075月分 １２月期 1.275月分 1.075月分

（0.7125)月分 （0.5125)月分 （0.7125)月分 （0.5125)月分

合計 2.5月分 2.1月分 合計 2.5月分 2.1月分

（1.400)月分 （1.000)月分 （1.400)月分 （1.000)月分
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 19.6695月分 24.5868月分 勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分
勤続２５年 28.0395月分 33.2707月分 勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分
勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 勤続３５年 39.7575月分 47.709月分
最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分
その他の加算措置 無 その他の加算措置 無
退職時特別昇給 無 退職時特別昇給 無
1人当たり平均支給額 無 無 1人当たり平均支給額 6,236千円 22,749千円

（注）１（　）内は、再任用職員に係る支給割合。

　　　２退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額。

1,214 千円

76 千円

参考：5年度 支給総額 509千円 32千円

（注）１人件費の状況のうち時間外勤務手当を記載。

　　　２職員１人当たり平均支給年額は、当該年度給与実態調査の一般職員の人数（派遣を除く）で除した数値。

区分／標準的な職務内容

３級　副主幹・主査・副主査

４級　主幹

５級　会計管理者・所長・課長・室長
　　　  ・監・所長補佐・課長補佐
　　　　・室長補佐

２級　主任

区分 山梨県市町村総合事務組合

７級　事務局長

６級　次長・困難課長

一般行政職職員数

１級　主事

期末手当
勤勉手当

職員1人当たり平均支給年額

退職手当

時間外勤務手当
令和6年度

職員１人当たり平均支給年額

支給総額

山梨県



○県と同じ
○県と同じ

３ 配偶者・子以外の扶養親族 ○県と同じ

○国と同じ

（７）特別職の報酬等の状況 (令和6年4月1日現在)

組　合　長 年額 200,000円
副組合長 年額 80,000円
監査委員 年額 65,000円

議　　　　長 年額 80,000円
副　議　長 年額 70,000円
議　　　　員 年額 65,000円

国・県：異動等による通勤困難者
－特急利用料金等の1/2を１～３
　で算出した通勤手当額に加算
　支給（限度額20,000円）

○県(国)と同じ

○国と同じ
県：四輪自動車
　　前年1月から12月までのガソ
リン等の平均価格を次年度の通
勤手当額に反映
　　四輪自動車以外
　　二輪車の距離区分に対応す
る四輪自動車の最低手当額を適
用

○なし

○ 徒歩通勤した場合に片道2㎞以上あ
　る職員が、交通機関等での通勤を常
　例とする職員
→1ヶ月運賃等が55,000円以下：
　　　　　　職員が負担している運賃等
→1ヶ月運賃等が55,000円を超える：
　　　　　　55,000円が限度

○ 自ら借り受け居住している住宅で月額
　16,000円を超える家賃を負担している職員
→家賃27,000円以下：家賃額－16,000円
→家賃27,000円を超え61,000円未満：
　　   (家賃額－27,000円)×1/2＋11,000円
→家賃61,000円以上：28,000円(支給限度額)
　　　※100円未満は切り捨て

県(国)の制度との異同

○国と同じ

県：1ヶ月運賃等が55,000円を超え
る： 55,000円＋(1ｹ月運賃等-55,000
円)×1/2

内　　　　　容

○月額：6,500円

２ 子

報
酬

報酬年額

３ １及び２を併用する場合

２ 自動車等を利用する場
　合

１ 交通機関等を利用する
　場合

○１及び２によりそれぞれ算出した額の
　合計額

区　　　　　分

４ 特急等を利用する場合

通勤手当

○ 徒歩通勤した場合に片道２㎞以上あ
　る職員が、乗用車等での通勤を常例
　とする職員
→四輪自動車と四輪自動車以外の区分なし
　　通勤距離に応じて2㎞以上60㎞未満
　 は、2,000円～29,800円
　　（60㎞以上は31,600円が限度）

住居手当

１ 配偶者

職員の居住する借家・借間

○月額：6,500円
扶養手当

※配偶者・子以外の扶養親族の範囲：22歳未満の孫、60歳以上
　の父母及び祖父母、22歳未満の弟妹、重度心身障害者

○月額：10,000円
16歳から22歳までの子に対しては１人 5,000円の
加算措置



３．勤務時間について
（１）勤務時間の状況（令和6年）

①１週間の勤務時間 38時間45分
②一般職員の勤務時間

終了時間 その他
午後５時１５分

（２）一般職員の年次有給休暇の使用状況
令和6年1月1日～令和6年12月31日の平均使用日数 8.4日

（３）特別休暇等の状況 (令和6年度)

1 公民権行使休暇（選挙その他公民権行使） そのつど必要と認める期間

2 そのつど必要と認める期間

3 そのつど必要と認める期間

4 ５日以内

5 ５日以内

7 妊娠中又は出産後通院休暇（産前・産後休暇） 別に定める回数において必要と認める時間

9 １日２回それぞれ６０分以内の期間

10 ３日以内

11 男性職員の育児参加休暇 ５日以内

12
13 ５日以内

14 別に定める期間内において必要と認める期間

15 １日（遠隔地の場合には実際に要した往復日数を加算可）

16 ５日以内

17 感染症まん延防止休暇 そのつど必要と認める期間

18 そのつど必要と認める期間

19 非常災害交通遮断休暇 そのつど必要と認める期間

20 交通機関の事故等による不可抗力休暇 そのつど必要と認める期間

21 生理休暇 そのつど必要と認める期間（毎月２日超えること不可）

（４）育児休業及び部分休業の取得状況 (令和6年度)

0 0
0 0 0
0 0
0 0 0
0 0
0 0 0

（５）介護休暇の取得状況 (令和6年度)

その他
0 0
0 0
0 0

が取得可能となったが、令和5年度に新規に育児休業（部分休業）をした職員」の両方が含まれるので、「令和6年度中に新たに育

の数には「令和6年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員で育児休業（部分休業）した職員」と「令和6年度中に育児休業

計 0

0
0
0

0
0女性職員
0

0
0男性職員

計 0 0

休暇の取得形式
介護休暇取得者数

時間型中心

1 1
0

合計 全日型中心

（注）１　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「うち両休業取得者数」の欄の上段にはに新たに育児休業（部分休業）を取得し

　　　２　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「うち両休業取得者数」の欄の上段の令和6年度に新たに育児休業を取得した者

た者、下段には育児休業（部分休業）の期間が令和5年度から令和6年度にかけて引き続いている者の数を記入すること。

必ずしも一致するわけではなく、また下回ることはない。

児休業が取得可能となった職員のうち令和6年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち両休業取得者数」の各々と

育児（時間）休暇

婚姻（結婚）休暇

５日以内

住居滅失・損壊休暇（天変地変による現住居の滅失・損壊）

部分休業
取得者数

育児休業
取得者数

（育児休業
対象者数）

配偶者出産休暇（妻の出産）

子の看護（のための）休暇

忌引（休暇）
父母の祭日（法要）休暇

令和6年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員

夏季休暇

うち両休業
取得者数

短期の介護休暇

開始時間

～午後１時

種　　　　　類

官公署出頭休暇（証人、鑑定人、参考人等での出頭）

8 分娩休暇（産後休暇）

休憩時間
午後０時

6 不妊治療休暇

午前８時３０分

付　　与　　日　　数

その分娩予定日前8週間（多胎妊娠の場合にあつては14週間）に
当たる日から分娩の日後8週間目に当たる日までの期間内

骨髄提供（ドナー）休暇
ボランティア休暇

5日（体外受精及び顕微授精に係るものである場合にあって
は、10日）以内

0 0

部分休業
取得者数

0

うち両休業
取得者数

00

育児休業
取得者数

女性職員 1

0
0

1

男性職員

0



４．分限及び懲戒について
（１）分限処分者数（令和6年4月1日～令和7年3月31日） （単位：人）

※１対象職員は、一般職に属する全ての職員
※２分限処分者数
　　　　ｱ．令和6年度中に休職期間が更新された者を新たに休職処分に付された者とみなしている。

　

（２）処分事由別分限処分件数（令和6年4月1日～令和7年3月31日） （単位：人）

降任 免職 休職 降給 合計 失職

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
（注）１処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため、延数で計上。

　　　２法とは地方公務員法をいうものである。

（３）懲戒処分者数（令和6年4月1日～令和7年3月31日） （単位：人）

（４）処分事由別懲戒処分件数（令和6年4月1日～令和7年3月31日） （単位：人）

戒告 減給 停職 免職 合計

法令違反（法第29条第1項第1号） 0 0 0 0 0
職務上の義務違反又は怠慢（法第29条第1項第2号） 0 0 0 0 0
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

　（法第２９条第１項第３号）

0 0 0 0 0
（注）１処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため、延数で計上。

　　　２法とは、地方公務員法をいう。

失職

区分

休職 降給 合計降任 免職

0 0 0

0

0 0

ｲ．失職制度は広義の分限として位置付けられるものであるため、欠格条項に該当する者を分限処分に
　付された者とみなしている。

0

戒告 停職

0

00 0 0

減給

合　　　　　計

合　計

刑事事件に関し起訴された場合
　（法第２８条第２項第２号）

勤務実績が良くない場合
　（法第２８条第１項第１号）
心身の故障の場合
　（法第２８条第１項第２号、第２項第１号）
職に必要な適格性を欠く場合
　（法第２８条第１項第３号）
職制等の改廃等により過員等を生じた場合
　（法第２８条第１項第４号）

条例に定める事由による場合
　（法第２７条第２項）

免職

合　　　　　計

法第２８条第４項により失職した者

区分

0 0 00



５．服務について
　（１）服務規律の遵守に関する取り組み (令和6年度)

任命権者 職員への周知方法

組合長 服務規律の確保 口頭

組合長 厳正な職務執行 口頭

組合長 飲酒運転の根絶 口頭

組合長 年末年始の綱紀粛正 口頭

組合長 交通事故防止・安全運転の喚起 口頭

６．研修について
　（１）研修実績 (令和6年度)

区分 対象職員 参加者等

職場研修 全職員 １8名

階層別研修
（職員研修所）

該当職員 1名

専門・実務研修
（職員研修所）

該当職員 述べ3名

自己啓発 全職員 １8名

７．勤務成績の評定について
　（１）勤務成績の評定の概要

職  種 職務上の地位

（全般）

　地方公務員法第40条の規定
に基づく「勤務成績の評定」に
ついて、平成27年10月1日より
人事評価制度を導入し、職員
の処遇に反映している。

全職員
全職員

（管理職員）
（一般職員）

極めて良好 Ａ
特 に良 好 Ｂ
良 好 Ｃ
やや良好でないＤ
良好でない Ｅ

取　組　内　容

内　　　　　容

　市町村職員研修所が企画主催する、職
階の責任や役割に応じ必要とされる知識
や技術等能力向上を図るために行う研修

　市町村職員研修所が企画主催する、(専
門的)職務の遂行等に必要とされる知識や
技術等の習得を図るために行う研修

対　　象
区分 概要

　日常の職務を通じて必要な知識、技術等
を習得するとともに、職務研究及び職務改
善を進めるため、職員の所属する職場にお
いて行う研修

　職員自ら行う研究及び修養
　　　　　（通信教育講座、自主研究等）

評価段階



８．福祉及び利益の保護について

（１）職員の厚生福利に関する計画

○職員の健康管理に関する取り組み状況

労働安全衛生管理体制の整備 　安全衛生推進者の設置（職員の危険又は健康障害に対する防止措置等）

（２）職員の厚生福利の実施状況（令和6年度)

①職員の健康診断の実施状況

項目 受診者数

定期・成人病
等各種検診

１8名

②職員のレクリエーションの実施状況

項目 対象者 実施場所 期日 参加者数

入館団体職員
親睦行事

入館団体職員
（組合職員を含む）

中央市 R6.11.21 9名

概要

事業名 概　　　　　要

概　　　　　要 検診項目

肺結核や生活習慣病を早期発見するため
に全職員を対象に実施

問診、診察、視力、聴力、眼底、胸部
Ｘ線、心電図、血液・尿検査、超音波
検査、内視鏡検査など

ボウリング大会



○令和6年度の勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立ての状況について

※平成18年8月7日付け梨総収第105号で収受

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

措置要求の件数 ０件

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

不服申立ての件数 ０件

山梨県市町村総合事務組合公平委員会・報告


